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1．はじめに 

令和7年9月19日に廃棄物資源循環学会廃棄物試験・検

査法研究部会と全国環境研協議会との共同で，第36回廃

棄物資源循環学会研究発表会併設【全国環境研協議会研

究発表会】（以下，「併設研究発表会」という）を開催

した。 

今回，第36回廃棄物資源循環学会研究発表会は現地参

加（名古屋大学東山キャンパス [名古屋市]）及びオンラ

イン参加によるハイブリッド形式で開催されており，こ

れにあわせて併設研究発表会を開催した。第1部を全国環

境研協議会研究発表会，第2部を廃棄物試験・検査法研究

部会との情報交換会とし，会場約40名，オンライン約30

名の合計70名程度の方に参加いただいた。 

併設研究発表会では，5件の研究発表と3件の情報提供

が行われ，その概要は以下のとおりである。 

 

2．第1部 全国環境研協議会研究発表会 

2.1 廃リチウムイオン電池の残存電気量調査 

（埼玉県環境科学国際センター 川嵜 幹生） 

近年リチウムイオン電池やリチウムイオン電池内蔵製

品に起因する火災が頻繁に発生していることに起因し，

令和7年4月に環境省が通知を発出している。埼玉県下に

おいても，複数のごみ処理施設で火災が発生（原因は不

明）している。一方，リチウムイオン電池には，銅やア

ルミのようなベースメタル，及びコバルトやニッケルの

ようなレアメタルが含まれていることから，資源循環の

観点から，資源の有効な利用の促進に関する法律に基づ

き，製造事業者等に自主回収・再資源化の責務が課せら

れているが，回収の実施は一部にとどまっている。 

埼玉県では，これらの状況を鑑み，令和5年度から県

内に事業所のある民間企業及び県内自治体との連携によ

り，リチウムイオン電池の回収及び，レアメタル回収実

証試験を実施している。当センターでは，実証試験の一

環で，テープを用いた電池等の絶縁処理の代替として塩

水放電処理について検討した。 

本発表では，塩水放電試験に用いる電池を確保するた

めに，収集した廃小型電子機器を分解し，その組成及び

内蔵充電電池の電池電位，電気容量，残存電気量につい

て調査した。 

 

2.2 マルチベネフィットの視点でとらえた土壁材

の再生製品開発に向けた基礎研究 

（三重県保健環境研究所 近藤 笑加） 

 家屋解体工事に伴って発生する壁土や屋根土の土壁材

は，土に藁，すさ，糊などの有機物を含み，建設系廃棄

物として処理されている。三重県における実態調査結果

では，土壁材は家屋解体工事現場で他の廃棄物と分別さ

れ，中間処理がされているものの，一部は埋立処分され

ている。土壁材中の有機物を効果的に除去する処理方法

を開発し，土壁材を土木材料にすることができれば，産

業廃棄物処理業者の新規事業創出や土壁材の処理費用低

下に伴う空き家解体費用の低減など，経済的社会的な効

果が生まれることが期待できる。このため，土壁材の再

資源化を最終的な目標として，土壁材に含まれる藁など

の有機物を除去するための処理方法を実験的に検討し

た。 

 

2.3 管理型最終処分場での廃棄物の埋立処分に 

おける窒素に着目した管理手法に関する研究 

（島根県保健環境科学研究所 高木 智史） 

島根県では，管内の管理型最終処分場において保有水

中の窒素含有量が埋立終了後も高い値で推移し，安定化

の遅れが懸念される事例が確認されている。 

これを受け，島根県では「管理型最終処分場での廃棄

物の埋立処分における窒素に着目した管理手法に関する

研究」と題して産業廃棄物最終処分場をフィールドとし

た廃棄物研究を実施することとした。今回は研究にあた

って全国の自治体に行った最終処分場保有水の窒素含有

量に関するアンケート調査の結果及び研究の計画につい

て紹介した。 
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2.4 PFAS測定に用いるフィルターの測定への影響

について 

（沖縄県衛生環境研究所 井上 豪） 

近年，ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）やペ

ルフルオロオクタン酸（PFOA）などの有機フッ素化合物

（PFAS）による汚染が全国各地で確認され，今後水道水

質基準にPFOS/PFOAが追加される予定となっている。公

共用水域でも要監視項目の指針値（暫定）から指針値と

なる予定で，検査体制を整えることは急務となってい

る。現時点で廃棄物について規制基準はないが，国内外

の廃棄物処分場の処理前浸出水からPFASの検出が報告さ

れるなど，今後測定や対策等を行う必要が生じることが

想定される。当所では令和5年度より環境研究総合推進

費「最終処分場浸出水等に含まれる POPs 等の排出機構

の解明とリスク低減技術の開発」(JPMEERF20233003)に

参加し，測定方法の開発や廃棄物からの溶出試験の検討

等を行っている。この検討の中で各種検体のろ過を行っ

たところ，用いたフィルターによっては測定値に大きな

影響を及ぼしたものがあったので，その内容について報

告した。 

 

2.5 廃タイヤのフロー把握とTWP（Tire Wear 

Particles）に関する調査研究 

（地方独立行政法人北海道立総合研究機構エネルギー・

環境・地質研究所 永洞 真一郎） 

廃タイヤは廃棄物処理法において「適正処理困難物」

とされており，不法投棄がしばしば発生している。しか

し一般社団法人日本自動車タイヤ協会が発行する「日本

のタイヤ産業」によると，近年廃タイヤの切断品/破砕

品の海外からの輸入が増加していると記されており，財

務省貿易統計における「ゴムくず」の年間輸入量は急速

に増加している。これは日本国内の事業者による熱源と

しての需要増によるものと考えられる。これは2024年に

公布され，一部が今年2月から施行されている「資源循

環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法

律」において，化石燃料を代替する「燃料化」も再資源

化に該当するとされていることが影響していると考えら

れる。一方で，国際自然保護連合は，2017年に公表した

報告書の中で，世界各国からの海洋へのマイクロプラス

チックの排出量を150万トン，そのうちタイヤ摩耗片の

寄与を28％と見積もっており，タイヤに起因する環境問

題への関心が高まっている。そこで，廃棄物セクタから

の温室効果ガス排出削減に貢献するため，北海道におけ

る廃タイヤのフロー把握を目指すとともに，タイヤの摩

耗により発生するタイヤ由来マイクロプラスチック

（Tire Wear Particles）の排出量の算出を試みた。 

 

3. 第2部 廃棄物試験・検査法研究部会との情報

交換会（廃棄物の試験・検査に係る最近の話題） 

3.1 広範なPFAS管理のための廃棄物・環境分析に 

関する研究 

 （国立研究開発法人国立環境研究所 松神 秀徳） 

最近注目を集めているPFASについて，水道水や公共用

水域からの検出状況や各国での飲用水規制状況を紹介さ

れ，こうした背景から地環研に対応が求められる局面が

増加していることを踏まえ，令和7年度より3か年で国立

環境研究所（国環研）と地方環境研究所（地環研）とで

共同研究を開始したとのことである。共同研究において

は，地環研におけるPFAS管理のための分析力の強化とネ

ットワークづくりを目的として，地環研のPFAS分析に係

る現状の把握，標準液や実試料を用いた相互検定を進め

ているとのことで，最終的には地環研と環境省・地方行

政との橋渡し，PFAS管理のための分析基盤構築，環境整

備に貢献することを目指すとのことである。質疑応答で

は，PFASに対する社会的関心が高いことからフィールド

調査が難しい，精密分析によってPFASの発生源を推定で

きるのではないかといった意見があった。  

 

3.2 レベル 3 建材からの石綿散逸問題に関する 

これまでの取組みと今後の展開  

（大阪市立環境科学研究センター 酒井 護） 

石綿含有建材のうち，大気汚染防止法上の特定建築材

料とされていない成形板などのいわゆるレベル3建材は

現在でも大量に使用されているが，劣化したレベル3建

材から降雨などにより石綿繊維が散逸する事象が確認さ

れたことを踏まえ，令和6年度より3か年で国環研と地環

研とで共同研究を開始した。共同研究においては，類似

の石綿散逸事例を把握するための自治体アンケート，実

験的検討を含む散逸実態の調査，散逸による影響のモデ

ル化，散逸による影響を最小化するための方策検討を進

めている。質疑応答では，建材の経年劣化により石綿の

元素組成が変わることで分析が難しくなるのではない

か，建材から散逸して一旦環境に蓄積した石綿の再飛散

をどのように評価するのかといった質問・意見があっ

た。  

 

3.3 令和6年度産業廃棄物に含まれる金属等の検

定方法検討業務の報告  

（株式会社環境管理センター 仲地 愛子） 

 2025年10月に施行された「産業廃棄物に含まれる金属

等の検定方法」（環告13号）改正の要点や，環告13号の

将来的な改正に向けた検討内容のうち六価クロムの前処

理法（鉄共沈改善法）検討結果について紹介した。令和

元年度に改正された六価クロムの試験方法（以前の試験
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方法から発色試薬と酸の添加順を変更）でも回収率が十

分でない試料に対しても回収率の改善が見込める。ま

た，環告13号改正の効果検証のための共同試験を2025年

度後半に実施することについて，参加の呼びかけがあっ

た。質疑応答では，六価クロムの旧試験方法（令和元年

改正以前の方法）の制定の経緯や旧試験法を適用するこ

とが妥当な試料の有無，鉛の試験における妨害などにつ

いての質問があった。 

 

＜プログラム＞ 

第1部 全国環境研協議会研究発表会 

 

座長：新潟県保健環境科学研究所 大野 勝之 

 

1.1 廃リチウムイオン電池の残存電気量調査 

（埼玉県環境科学国際センター 川嵜 幹生） 

1.2 マルチベネフィットの視点でとらえた土壁材の再

生製品開発に向けた基礎研究 

（三重県保健環境研究所 近藤 笑加） 

1.3 管理型最終処分場での廃棄物の埋立処分における

窒素に着目した管理手法に関する研究 

（島根県保健環境科学研究所 高木 智史）

 

1.4 PFAS測定に用いるフィルターの測定への影響につ

いて 

（沖縄県衛生環境研究所 井上 豪） 

1.5 廃タイヤのフロー把握とTWP（Tire Wear 

Particles）に関する調査研究 

（地方独立行政法人北海道立総合研究機構 

  エネルギー・環境・地質研究所 永洞 真一郎） 

 

第2部 廃棄物試験・検査法研究部会との情報交換会 

座長：国立環境開発法人国立環境研究所 山本 貴士 

 

2.1 広範なPFAS管理のための廃棄物・環境分析に関す

る研究 

（国立環境開発法人国立環境研究所 松神 秀徳） 

2.2 レベル 3 建材からの石綿散逸問題に関するこれま

での取組みと今後の展開 

（大阪市立環境科学研究センター 酒井 護） 

2.3 令和6年度産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法

検討業務の報告 

（株式会社環境管理センター 仲地 愛子） 
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